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変更届及び加算に係る届出書の
提出について

R4.1.26 小樽市介護サービス事業所集団指導



変更届について

◇提出書類 ※押印不要

①事業所変更届出書

②変更内容に応じた添付書類
※【添付書類一覧】でご確認ください

◇提出期限

変更日から10日以内（当日消印有効）
⇒期限を過ぎてからの提出時には遅延理由書（様式は任意）の提出

が必要です。



《URL》
https://www.city.otaru.lg.jp/docs/20201002001
77/

高齢者・福祉＞高齢者介護＞介護サービス事業者へのお
知らせ＞地域密着型サービス事業＞地域密着型サービス
事業所の指定内容の変更・加算の届出について

変更届について

①変更届（地域密着型サービス用）

⇒事業所変更届出書（様式第２号(第３条関
係)）



《URL》
https://www.city.otaru.lg.jp/docs/20201104002
39/

高齢者・福祉＞高齢者介護＞介護サービス事業者へのお
知らせ＞介護予防・日常生活支援総合事業＞介護予防・
日常生活支援総合事業についてはこのリンクからご確認
ください＞介護予防・日常生活支援総合事業の指定内容
変更及び廃止等の届出について

変更届について

①変更届（総合事業用）

（第１号通所事業・第１号訪問事業）

⇒事業所変更届出書（様式第４号(第１７条関

係)）



②添付書類一覧

変更届について



◇運営規程及び重要事項説明書における各職種の員数の記載方
法について（1）

変更届について

指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準(運営基

準)において、下記のとおり記載されています。

【運営規程】

①従事者の職種、員数及び職務の内容（第二号）

従事者の「員数」は日々変わりうるものであるため、業務負担軽減等の観点から、規

程を定めるに当たっては、基準第３条の４において置くべきとされている員数を満た

す範囲において、「〇人以上」と記載することも差し支えない(基準第３条の７に規

定する重要事項を記載した文書に記載する場合についても、同様とする。)



◇運営規程及び重要事項説明書における各職種の員数の記載方
法について（2）

変更届について

今後、小樽市では記載方法について、下記のとおり取り扱います。

記載例 運営規程 重要事項説明書

〇人 （例：３人） 記載可 記載可

〇人以上 (例：３人以上) 記載可 記載可

常勤換算数 (例：2.5以上) 記載可 記載可
※ただし、括弧書きで(〇人)又
は(〇人以上)と併記すること

※重要事項説明書は、利用者への説明等で使用するため、より分かりやすい記載方法が好ましい



◇提出時の注意事項について（1）

変更届について

・届出様式の間違いにご注意ください。様式は小樽市ホームページから

ダウンロードできますので、必ず新しい様式を使用してください。

・「サービスの種類」の項目は地域密着型サービスと総合事業は区別し、ご

記入ください。

※記載例：地域密着型通所介護 / 第1号通所事業（通所介護相当サービス）

・運営規程は新・旧両方をご提出ください。

・シフト表は歴月（１日～末日）のものをご提出ください。



◇提出時の注意事項について（2）

変更届について

・登記事項証明書も併せて変更になる場合は、「登記事項証明書」に関する項目に

も忘れずに〇をつけてご提出ください。

※例：代表者変更の場合

→「代表者の変更」と「登記事項証明書」に関する項目に〇をつける

・生活相談員の変更は「その他」の項目に〇をつけ、括弧内に「生活相談員」と

記載してご提出ください。

※記載例：その他(生活相談員)

・重要事項説明書の変更については、小樽市へ変更届を提出する必要はありません。



◇提出期限

・在宅サービス
毎月１５日までに届出受理 ⇒翌月から算定開始
毎月１６日以降に届出受理 ⇒翌々月から算定開始

・施設系サービス
届出受理日が月の初日 ⇒該当月から算定開始
届出受理日が月の初日以外 ⇒翌月から算定開始

注）（特定）処遇改善加算については加算を取得しようとする月の前々月の末日（開始月の２カ月前
の末日）までに届出受理

②加算の届出について



通常、処遇改善加算等の計画書の提出については加算を取得する月の
前々月の末日（開始月の２カ月前の末日）までに行うこととされている

が、令和４年度当初の特例として以下のとおりとする。

令和４年４月又は５月から取得する場合は、
４月１５日(金)までに行うこととする。

令和４年度 「介護職員処遇改善計画書・介護職員等特定処遇改善計画書」

に係る提出期限について

加算の届出について



提出書類について

◇提出書類 ※押印不要

①介護給付費算定に関する届出書

②介護給付費算定に係る体制等状況一覧表

③加算種別に応じて提出が必要な書類

※それぞれのサービス区分ごとの【加算添付書類一覧表】でご確認ください。

加算の届出について



《URL》
https://www.city.otaru.lg.jp/docs/20201002
00177/

高齢者・福祉＞高齢者介護＞介護サービス事業者
へのお知らせ＞地域密着型サービス事業＞地域密
着型サービス事業所の指定内容の変更・加算の届
出について

①届出書（地域密着型サービス用）

⇒介護給付費算定に係る体制等に関する届出
書（別紙３－２）

加算の届出について



《URL》
https://www.city.otaru.lg.jp/docs/202011040025
3/

高齢者・福祉＞高齢者介護＞介護サービス事業者へのお
知らせ＞介護予防・日常生活支援総合事業＞介護予防・
日常生活支援総合事業についてはこのリンクからご確認
ください＞介護予防・日常生活支援総合事業の加算等の
届出について

①届出書（総合事業用）

（第１号通所事業・第１号訪問事業）

⇒小樽市介護予防・日常生活支援総合事業

第１号事業費算定に係る体制等に関する届出書

（指定様式２）

加算の届出について



②介護給付費算定に係る体制等状況一覧表

加算の届出について

※「地域区分」→「５ その他」に忘れずに〇をつけてください。



③加算添付書類一覧 例）認知症対応型共同生活介護

加算の届出について



◇提出時の注意事項について

・届出様式の間違いにご注意ください。様式は小樽市ホームページか

らダウンロードできますので、必ず新しい様式を使用してください。

※令和３年度の報酬改定に伴い、体制届等様式が一部変更になって

いますので、ご確認ください。

・算定を取り下げる場合は、速やかに届出書をご提出ください。

・異動（予定）年月日や特記事項の記載漏れにご注意ください。

加算の届出について



◇届出書等はいずれも押印（法人印）は不要です。

◇電子メールで提出する場合は、介護保険課代表アドレスに
送付してください。📩 kaigo@city.otaru.lg.jp

※個人アドレスへ提出いただきますと、担当者不在の場合等対応が遅
れてしまう場合がありますので、ご配慮ください。

変更届及び加算に係る届出書の提出に関する留意事項について

mailto:kaigo@city.otaru.lg.jp


【旧】
小樽市医療保険部介護保険課
↓

【新】
小樽市福祉保険部介護保険課

重要事項説明書の苦情相談窓口等に介護保険課の記載がある場合は、変更をお願いい
たします。

※重要事項説明書の変更については、小樽市への届出の必要はありません。

⚠小樽市役所の機構改革に伴い、
令和３年４月１日から部署名が一部変更となりました。



令和３年度報酬改定に
伴う変更点について（算定基準編）

R4.1.26 小樽市介護サービス事業所集団指導資料



加算について
★令和３年度の報酬改定で削除された加算、名称が変更になった加算があります
ので、必ずサービス種別の加算を確認いただきまして重要事項説明書等を変更し
てください。

★要件の内容が変更となった加算もありますので、算定の際は、「加算の基準」、
「解釈通知」、「関連する通知」等を確認いただきますようお願い申し上げます。

★本日は時間も限られていることから、変更があった加算すべてをご紹介はいた
しません。
つきましては、厚生労働省HP「令和３年度介護報酬改定について」を確認くださ
い。

《URL》※通知及び様式等も掲載されています

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/000018841
1_00034.html



介護従業者の専門性等のキャリアに着目し、サービスの質が一定以上保たれた事業所を評価する加算です。

原則として、前年度平均（3月を除いた11カ月分）による職員割合により、翌年度1年間の当該算定
の可否を判断します。

当該加算を算定している事業所においては、毎年3月に職員割合について、それぞれの加算の要件に合致
しているかを必ず確認してください。

変更内容

サービス提供体制強化加算(1)

サービスの質の向上や職員のキャリアアップを推進する観点から、より介護福祉士割合や勤続年数の
長い介護福祉士の割合が高い事業者を評価する新たな区分を設ける。



変更内容

(一部抜粋)

① 会議の開催について ※加算の要件にある種別とない種別がありますので、それぞれ確認してください

・「会議」は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。
・「利用者に関する情報もしくはサービス提供にあたっての留意事項」は少なくとも次に掲げる事項について

その変化の動向等を含めて記載する。
⇒「利用者のADLや意欲」「利用者の主な訴えやｻｰﾋﾞｽ提供時の特段の要望」「家庭環境」「前回のｻｰﾋﾞｽ
提供時の状況」「その他ｻｰﾋﾞｽ提供にあたっての必要な事項」

② 勤続年数とは、各月の前月の末日時点における勤続年数をいうものとする。

③ 勤続年数の算定にあたっては、事業所における勤続年数に加え、同一法人等の経営する他の介護サービス
事業所、病院、社会福祉施設等においてサービスを利用者に直接提供する職員として勤務した年数を含める
ことができる。

サービス提供体制強化加算(2)



サービス種別 加算Ⅰ
①、②いずれかに該当すること

加算Ⅱ 加算Ⅲ

定期巡回・随時対応型訪問介護
看護

①介護福祉士が60％以上
②勤続10年以上の介護福祉士
が25％以上

介護福祉士40％以上
又は介護福祉士、実
務者研修修了者、
介護職員基礎研修修
了者の合計が60％以
上

①～③いずれかを満たす
①介護福祉士が30％以上、又は介護福祉
士、実務者研修修了者、介護職員基礎研
修修了者の合計が50％以上
②常勤職員が60％以上
③勤続年数7年以上の者が30％以上

地域密着型介護老人福祉施設 ①介護福祉士が80％以上
②勤続10年以上の介護福祉士
が35％以上
※上記に加え、サービスの質の向上
に資する取組の実施が必要

介護福祉士60％以上 ①～③いずれかを満たす
①介護福祉士が50％以上
②常勤職員が75％以上
③勤続年数7年以上の者が30％以上

地域密着型通所介護、
認知症対応型通所介護

①介護福祉士が70％以上
②勤続10年以上の介護福祉士
が25％以上

介護福祉士50％以上 ①～②いずれかを満たす
①介護福祉士が40％以上
②勤続年数7年以上の者が30％以上

算定要件 サービス提供体制強化加算(2)
※単位数については省略しておりますので、それぞれご確認ください。



算定要件

サービス種別 加算Ⅰ
①、②いずれかを満たすこと

加算Ⅱ 加算Ⅲ

認知症対応型共同生活介護 ①介護福祉士が70％以上
②勤続10年以上の介護福祉士
が25％以上
※上記に加え、サービスの質の向上
に資する取組の実施が必要

介護福祉士60％以上 ①～③いずれかを満たす
①介護福祉士が50％以上
②常勤職員が75％以上
③勤続年数7年以上の者が30％以上

看護小規模多機能型居宅介護
小規模多機能型居宅介護

①介護福祉士が70％以上
②勤続10年以上の介護福祉士
が25％以上

介護福祉士50％以上 ①～③いずれかを満たす
①介護福祉士が40％以上
②常勤職員が60％以上
③勤続年数7年以上の者が30％以上

サービス提供体制強化加算(3)
※単位数については省略しておりますので、それぞれご確認ください。

※介護福祉士に係る要件は、「介護職員の総数に占める介護福祉士の割合」、常勤職員に係る要件は「看護・介護職員の総数に占める常
勤職員の割合」、勤続年数に係る要件は「利用者に直接サービスを提供する職員の総数に占める７年（一部３年）以上勤続職員の割合」で
ある。



◇入浴介助加算（Ⅰ）
入浴介助を適切に行うことができる人員及び設備を有して行われる入浴介助であること。

◇入浴介助加算（Ⅱ）
①入浴介助加算Ⅰの基準を満たしていること。

②医師、理学療法士、作業療法士、介護福祉士、介護支援専門員、その他の職種の者（以下
「医師等」という。）が利用者の居宅を訪問し、浴室における利用者の動作及び浴室の環境を
評価していること。この際、利用者の居宅の浴室が、利用者自身または家族等の介助により入
浴を行うことが難しい環境にあると認められる場合は、訪問した医師等が、介護支援専門員又
は福祉用具貸与事業所若しくは福祉用具専門相談員と連携し、福祉用具の貸与若しくは購入又
は住宅改修等の浴室の環境整備に係る助言を行うこと。

入浴介助加算(1)

地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護
入浴介助加算(Ⅰ) 40単位／日
入浴介助加算(Ⅱ) 55単位／日（併算定不可）※

算定要件 ※居宅において自身や家族・訪問介護員等の介助によって入浴ができ
るようになることを目的



◇入浴介助加算（Ⅱ）
③事業所の機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者(以下
「機能訓練指導員等」)が共同して利用者の居宅を訪問した医師等と連携の下で、利用者
の身体の状況、訪問により把握した利用者の居宅の浴室の環境等を踏まえた個別の入浴計
画を作成すること。

④③の入浴計画に基づき、個浴その他の利用者の居宅の状況に近い環境（手すり等の福祉
用具等を活用し利用者の居宅の浴室の環境を個別に模したもの）にて、入浴介助を行うこ
と。

入浴介助加算(2)

地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護
入浴介助加算(Ⅰ) 40単位／日
入浴介助加算(Ⅱ) 55単位／日（併算定不可）※

算定要件 ※居宅において自身や家族・訪問介護員等の介助によって入浴ができ
るようになることを目的



算定要件 単位数
新設されたサービス
（★介護予防を含む）

特別地域加算

別に厚生労働大臣が定める地域（※１）に所
在する事業所がサービス提供を行った場合

所定単位数に15/100を
乗じた単位数

夜間対応型訪問介護
小規模多機能型居宅介護★
看護小規模多機能型居宅介護

※１：①離島振興対策実施地域、②奄美群島、③振興山村、④小
笠原諸島、⑤沖縄の離島、⑥豪雪地帯、特別豪雪地帯、辺地、過
疎地域等であって、人口密度が希薄、交通が不便等の理由により
サービスの確保が著しく困難な地域

特別地域加算・中山間地域等における加算(１)

⚠ 小樽市は該当しません！！

算定要件



特別地域加算・中山間地域等における加算(2)

小樽市は該当になります！

算定要件

算定要件 単位数
新設されたサービス
（★介護予防を含む）

中山間地域等にお
ける小規模事業所
加算

別に厚生労働大臣が定める地域（※２）に所
在する事業所がサービス提供を行った場合

所定単位数に10/100を乗
じた単位数

夜間対応型訪問介護
小規模多機能型居宅介護★
看護小規模多機能型居宅介護

※２：①豪雪地帯及び特別豪雪地帯、②辺地、③半島振興対策実
施地域、④特定農山村、⑤過疎地域



特別地域加算・中山間地域等における加算(3)

小樽市は該当になります！
例）余市の事業所が小樽の利用者へ通常の事業の実
施地域を超えてサービスを提供算定要件

算定要件 単位数
新設されたサービス
（★介護予防を含む）

中山間地域等に居
住する者へのサー
ビス提供加算

別に厚生労働大臣が定める地域（※３）
に居住する利用者に対し、通常の事業の
実施地域を超えてｻｰﾋﾞｽ提供を行った場
合

所定単位数に5/100を乗
じた単位数

夜間対応型訪問介護
認知症対応型通所介護★

※３：①離島振興対策実施地域、②奄美群島、③豪雪地帯及び特
別豪雪地帯、④辺地、⑤振興山村、⑥小笠原諸島、⑦半島振興対
策実施地域、 ⑧特定農山村地域、⑨過疎地域、⑩沖縄の離島



個別機能訓練加算(１)

地域密着型通所介護

個別機能訓練加算（Ⅰ）イ 56単位／日
個別機能訓練加算（Ⅰ）ロ 85単位／日 ※イとロは併算定不可
個別機能訓練加算（Ⅱ） 20単位／月 ※加算（Ⅰ）に上乗せ算定

算定要件

◇個別機能訓練加算(Ⅰ)

① 理学療法士等（※１）の配置
◇加算Ⅰイ →専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士等を１名以上配置
◇加算Ⅰロ →専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士等を１名以上配置

かつ（サービス時間帯を通じて）専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士等を１名
以上配置

※１理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師、あん摩マッサージ指圧師、はり師又はきゅう師（条件あ
り）（はり師及びきゅう師については、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ
指圧師の資格を有する機能訓練指導員を配置した事業所で６月以上機能訓練指導に従事した経験を有する者に限る。）
※一週間のうち特定の曜日だけ理学療法士等を配置している場合は、その曜日において理学療法士等から直接機能訓練の提供
をうけた利用者のみが加算の算定対象



個別機能訓練加算(2)

算定要件

② 機能訓練指導員等が共同して利用者ごとの個別機能訓練計画（内容は、利用者ごとにその目標、目標を踏まえた
訓練項目、訓練実施時間、訓練実施回数等）を作成し、当該計画に基づき理学療法士等が計画的に機能訓練を行っている
こと。

③ 個別機能訓練計画の作成及び実施（時間は１回あたりの訓練時間を考慮し適切に設定、おおむね週１回以上）におい
ては、利用者の身体機能及び生活機能の向上に資するよう複数の種類の機能訓練の項目を準備し、その項目の選択にあ
たっては、利用者の生活意欲が増進されるよう利用者を援助し、利用者の選択に基づき、心身の状況に応じた機能訓練を
行っていること。

④機能訓練指導員等が利用者の居宅を訪問し、利用者の居宅での生活状況を確認したうえで、個別機能訓練計画を作成す
ること。またその後３月ごとに１回以上利用者の居宅を訪問したうえで利用者の居宅での生活状況をその都度確認すると
ともに利用者またはその家族に対して、個別機能訓練計画の進捗状況等を説明し、必要に応じて個別機能訓練計画の見直
し等を行っていること。

※目標は単に身体機能の向上を目指すことのみを目標とするのではなく、日常生活における生活機能の維持・向上を目指
すことを含めた目標とすること。

地域密着型通所介護

個別機能訓練加算（Ⅰ）イ 56単位／日
個別機能訓練加算（Ⅰ）ロ 85単位／日 ※イとロは併算定不可
個別機能訓練加算（Ⅱ） 20単位／月 ※加算（Ⅰ）に上乗せ算定



個別機能訓練加算(3)

算定要件

◇個別機能訓練加算(Ⅱ)
加算(Ⅰ)の要件に加えて、個別機能訓練計画等の内容を厚生労働省に提出し、フィードバックを受けてい

ること（ＬＩＦＥへのデータ提出とフィードバックの活用）

算定に当たっては、下記通知も必ずご覧ください。

〇介護保険最新情報Vol.936「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養管理及び口腔管理の実施に関
する基本的な考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」

〇「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養管理及び口腔管理の実施に関する基本的な考え方並びに
事務処理手順及び様式例の提示について」
第３ 通所介護及び短期入所生活介護における個別機能訓練加算に関する事務 処理手順例及び様式例の
提示について

地域密着型通所介護

個別機能訓練加算（Ⅰ）イ 56単位／日
個別機能訓練加算（Ⅰ）ロ 85単位／日 ※イとロは併算定不可
個別機能訓練加算（Ⅱ） 20単位／月 ※加算（Ⅰ）に上乗せ算定



個別機能訓練加算(4)

認知症対応型通所介護
個別機能訓練加算（Ⅰ） 27単位／日
個別機能訓練加算（Ⅱ） 20単位／月 ※加算（Ⅰ）に上乗せ算定

算定要件

◇個別機能訓練加算(Ⅰ)
変更なしのため省略

◇個別機能訓練加算(Ⅱ)
加算(Ⅰ)の要件に加えて、個別機能訓練計画等の内容等の情報を厚生労働省に提出し、フィードバックを
受けていること（LIFEへのデータ提出とフィードバックの活用）

地域密着型介護老人福祉施設
個別機能訓練加算（Ⅰ） 12単位／日
個別機能訓練加算（Ⅱ） 20単位／月 ※加算（Ⅰ）に上乗せ算定



口腔・栄養スクリーニング加算(1) （※６月に１回算定可）

地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護、
看護小規模多機能型居宅介護

口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅰ） 20単位／回
口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅱ） 5単位／回

※併算定不可。また、他事業所にてすでに口腔栄養スクリーニング
加算を算定している場合も算定不可。（加算を行う事業所は、ｻｰﾋﾞｽ
担当者会議で決定）

算定要件

◇口腔・栄養スクリーニング加算(Ⅰ)
①及び②に適合すること。（ただし、利用者が栄養アセスメント加算、口腔機能向上加算に係る口腔機能

向上サービスを受けている場合は算定不可）

◇口腔・栄養スクリーニング加算(Ⅱ)
①または②に適合すること。（ただし、利用者が栄養改善加算や口腔機能向上加算を算定している場合）



口腔・栄養スクリーニング加算(2) （※６月に１回算定可）

地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護、
看護小規模多機能型居宅介護

口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅰ） 20単位／回
口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅱ） 5単位／回

※併算定不可。また、他事業所にてすでに口腔栄養スクリーニング
加算を算定している場合も算定不可。（加算を行う事業所は、ｻｰﾋﾞｽ
担当者会議で決定）

算定要件

①当該事業所の従業者が、利用開始時及び利用中６月ごとに利用者の口腔の健康状態について確認を行い、
当該利用者の口腔の健康状態に関する情報を当該利用者を担当する介護支援専門員に提供していること。

② 当該事業所の従業者が、利用開始時及び利用中６月ごとに利用者の栄養状態について確認を行い、当該
利用者の栄養状態に関する情報を当該利用者を担当する介護支援専門員に提供していること。



口腔・栄養スクリーニング加算(3) （※６月に１回算定可）

算定に当たっては、下記通知も必ずご覧ください。

〇介護保険最新情報Vol.936「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養管理及び口腔管理の実施に関する
基本的な考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」

〇「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養管理及び口腔管理の実施に関する基本的な考え方並びに
事務処理手順及び様式例の提示について」
第6 口腔・栄養スクリーニング加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順例及び様式例の提示につい
て

口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅰ） 20単位／回
口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅱ） 5単位／回

※併算定不可。また、他事業所にてすでに口腔栄養スクリーニング
加算を算定している場合も算定不可。（加算を行う事業所は、ｻｰﾋﾞｽ
担当者会議で決定）

地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護、
看護小規模多機能型居宅介護



ADL維持等加算(1)

地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護、
地域密着型介護老人福祉施設

ＡＤＬ維持等加算(Ⅰ) 30単位／月（拡充）
ＡＤＬ維持等加算(Ⅱ) 60単位／月（拡充）
※併算定不可

算定要件

◇ADL維持等加算(Ⅰ) 
①利用者(当該事業所の評価対象利用期間が６月を超える者）の総数が10人以上であること

②利用者全員について、利用開始月と、当該月の翌月から起算して６月目（６月目にサービスの利用がない
場合はサービスの利用があった最終月）において、ADLを評価し、その評価に基づく値（以下「ADL
値」）を測定し、測定した日が属する月ごとに厚生労働省に提出していること（LIFEへのデータ提出と
フィードバックの活用）

③評価対象者の利用開始月の翌月から起算して６月目の月に測定したＡＤＬ値から利用開始月に測定したＡ
ＤＬ値を控除して得た値に用いて一定の基準※１（以下「ＡＤＬ利得」という。）に基づき算出した値の平
均値が１以上であること。

※１一定の基準についてはサービス種別によって異なりますので、それぞれご確認ください。



ADL維持等加算(2)

算定要件

◇ ADL維持等加算(Ⅱ)
①加算(Ⅰ)の①と②の基準を満たすこと

②評価対象利用者のADL利得の平均値が２以上であること

地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護、
地域密着型介護老人福祉施設

ＡＤＬ維持等加算(Ⅰ) 30単位／月（拡充）
ＡＤＬ維持等加算(Ⅱ) 60単位／月（拡充）
※併算定不可

LIFEへの提出情報、提出頻度等については、下記通知も必ずご覧ください。

〇「科学的介護情報システム（LIFE）関連加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示
について」



ADL維持等加算(3)

LIFE



小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護、
看護小規模多機能型居宅介護、
地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護

① 利用者ごとのＡＤＬ値、栄養状態、口腔機能、認知症の状況その他の利用者の心身の状況等に
係る基本的な情報を、厚生労働省に提出していること。

② 必要に応じて介護計画を見直すなど、サービスの提供に当たって、①に規定する情報その他
サービスを適切かつ有効に提供するために必要な情報を活用していること。

科学的介護推進体制加算 40単位／月

科学的介護推進体制加算(1)

算定要件



地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

◇科学的介護推進体制加算(Ⅰ)
① 利用者ごとのＡＤＬ値、栄養状態、口腔機能、認知症の状況その他の利用者の心身の状況等に
係る基本的な情報を、厚生労働省に提出していること。
② 必要に応じて介護計画を見直すなど、サービスの提供に当たって、①に規定する情報その他
サービスを適切かつ有効に提供するために必要な情報を活用 していること。

◇科学的介護推進体制加算(Ⅱ)
①科学的介護推進体制加算Ⅰに規定する情報に加えて、入所者ごとの疾病の状況等の情報を、厚
生労働省に提出していること。
② 必要に応じて施設サービス計画を見直すなど、サービスの提供に当たって、科学的介護推進体
制加算Ⅰに規定する情報その他サービスを適切かつ有効に提供するために必要な情報を活用して
いること。

科学的介護推進体制加算(Ⅰ) 40単位／月（新設）
科学的介護推進体制加算(Ⅱ) 50単位／月（新設）

科学的介護推進体制加算(2)

算定要件



特定処遇改善加算について、制度の趣旨は維持しつつより活用しやすい仕組みとする観点から、

平均の賃金改善額の配分ルールにおける「A：経験・技能のある介護職員」は「B：その他の介護職員」の

「2倍以上とすること」について、「より高くすること」と見直しが行われました。

介護職員処遇改善加算・介護職員等特定処遇改善加算(1)



特定改善加算を算定されている場合、今後、

ご提出いただく介護職員等処遇改善実績報告書

の「③平均賃金改善額<特定>」において「平均

賃金改善額（配分比率）」が要件を満たしてい

るか、必ずご確認ください。

介護職員処遇改善加算・介護職員等特定処遇改善加算(2)

報告書の作成（令和４年７月）に当たっては、
下記通知も必ずご覧ください。

〇介護保険最新情報Vol.935
「介護職員処遇改善加算及び介護職員等特定
処遇改善加算に関する基本的考え方並びに事
務処理手順及び様式例の提示について」



留意事項

処遇改善加算等の取得要件の周知・確認等について

(１)賃金改善方法の周知について
処遇改善加算等の届出を行った事業所は、当該事業所における賃金改善を行う方法について計画書を用い
て職員に周知するとともに、就業規則等の内容についても職員に周知すること。

また、介護職員から処遇改善加算等に係る賃金改善に関する照会があった場合は、当該職員についての賃
金改善の内容について、書面を用いるなどわかりやすく回答すること。

介護職員処遇改善加算・介護職員等特定処遇改善加算(3)

事業所は職員へ周知したことが分かる記録等を残すようにお願いします。



令和３年度介護報酬改定に
伴う変更点について（指定基準編）

R4.1.26 小樽市介護サービス事業所集団指導



業務継続計画の策定等(1)

感染症や災害が発生した場合であっても、必要な介護サービスが継続的に提供できる体制
を構築する観点から、全ての介護サービス事業者を対象に、業務継続に向けた計画等の策
定、研修の実施、訓練（シミュレーション）の実施等を義務づける。

対象：全サービス

令和６年３月３１日まで努力義務（令和６年４月１日より義務化）

概要

※ＢＣＰ作成に関する参考資料

《URL》https://www.city.otaru.lg.jp/docs/2021020900017/

◇介護施設・事業所における自然災害発生時の業務継続ガイドライン

◇介護施設・事業所における新型コロナウイルス感染症発生時の業務継続ガイドライン

◇小樽市版介護ＢＣＰ『作成手引き』『モデル』『様式集』



業務継続計画の策定等(2)

〇業務継続に向けた計画（ＢＣＰ）に記載すべき事項

【感染症編】

・平時からの備え（体制構築・整備、備蓄品の確保等）

・初動対応

・感染拡大防止体制の確立（保健所との連携、関係者との情報共有等）

【自然災害編】

・平常時の対応（建物・設備の安全対策、必要品の備蓄等）

・緊急時の対応（業務継続計画発動基準、対応体制等）

・他施設及び地域との連携

内容



業務継続計画の策定等(3)

〇研修

定期的（年１回または２回以上）に実施すること。また、研修の実施内容について記録すること。

※感染症ＢＣＰに係る研修については、感染症の予防及びまん延の防止のための研修と一体的な実施

が可能

〇訓練（シミュレーション）

・業務継続計画に基づき、事業所内の役割分担の確認、感染症・自然災害発生時に実践する

ケアの演習等を定期的（年１回または２回以上）実施すること

※訓練の実施は、感染症の予防及びまん延の防止のための訓練と一体的な実施が可能

※訓練の方法は机上を含め実施手法は問わない

※研修・訓練については全ての従業者が参加できるようにすることが望ましい。

内容



感染症の予防及びまん延防止のための措置(1)

感染症の発生及びまん延等に関する取組の徹底を求める観点から、以下の取組を義務づける。

①感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会を開催

②感染症の予防及びまん延の防止のための指針の整備

③感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練の実施

対象：全サービス

令和６年３月３１日まで努力義務（令和６年４月１日より義務化）

概要



感染症の予防及びまん延防止のための措置(2)

〇感染対策委員会

・専任の感染対策担当者を決めておくこと

・おおむね6月に１回又は３月に１回以上定期的に開催すること（テレビ電話等の活用が可能）

他の会議体を設置している場合、一体的な設置・運用が可能

〇感染症の予防及びまん延防止のための指針

事業所内の衛生管理、ケアに係る感染対策等の平常時の対策とともに発生状況の把握、感染拡大
の防止等の発生時の対応を明記

内容



感染症の予防及びまん延防止のための措置(3)

〇感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練

・定期的（年１回又は２回以上）実施するとともに、実施内容を記録すること

・訓練は年１回又は２回以上実施すること

・訓練の実施は机上を含めその手法を問わない

内容



認知症に係る基礎的な研修を受講させるために
必要な措置

認知症についての理解の下、本人主体の介護を行い、認知症の人の尊厳の保障を実現していく
観点から、介護に関わる全ての者の認知症対応力を向上させていくため、介護サービス事業者
に、介護に直接携わる職員のうち、医療・福祉関係の資格を有さない者について、認知症介護
基礎研修を受講させるために必要な措置を講じることを義務づける。

※新入職員の受講について１年の猶予期間を設ける

※認知症介護基礎研修：新任の介護職員等が認知症介護に最低限必要な知識、技能を習得する
ためのもの

対象：定期巡回・随時対応型訪問介護を除くサービス

令和６年３月３１日まで努力義務（令和６年４月１日より義務化）

概要



ハラスメント対策のための措置

事業主には職場におけるセクシュアルハラスメントやパワーハラスメントの防止のための雇用管理上の措置を
講じなければならない観点から、以下の取組を義務づける。

例）認知症対応型共同生活介護

イ 事業者が講ずべき措置の具体的内容

・事業者の方針等の明確化及びその周知・啓発

・相談（苦情含む）に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備

ロ 事業者が講じることが望ましい取組

・イの必要な措置を講じるにあたっては「介護現場におけるハラスメント対策マニュアル」、「（管理

職・職員向け）研修のための手引き」等を参考にした取組を行うことが望ましい

対象：全サービス

令和４年３月３１日まで努力義務（令和４年４月１日より義務化）

概要
※マニュアルや手引きについては、厚労省ホームページを参考にしてください。

http://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_05120.html 



虐待防止に係る措置(1)

利用者の人権の擁護、虐待の防止の観点から、虐待の発生・再発を防止するための委員会

の開催、指針の整備、研修の実施、担当者を定めることを義務づける。

対象：全サービス

令和６年３月３１日まで努力義務（令和６年４月１日より義務化）

概要



虐待の防止に係る措置(2)

〇虐待防止のための３つの観点

①虐待の未然防止

②虐待等の早期発見

③虐待等への迅速かつ適切な対応

〇上記を確実に行うために実施すべき４つの事項

①虐待の防止のための対策を検討する委員会の設置

②虐待の防止のための指針の作成

③虐待の防止のための従業者に対する指針の作成

④虐待の防止に関する措置を適切に実施するための担当者の設置

内容


